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第 6 6 回  税 理 士 試 験  国 税 徴 収 法 

 

●はじめに 

〔第一問〕については、個別理論問題であり、答練においても出題した論点が含まれているので、基本レベ

ルの問題といえる。よって、確実な得点が要求されるであろう。 

〔第二問〕の事例問題については、過去の本試験で出題された論点が事例形式で問われたが、基本項目が多

かったため、得点することはそれほど難しくなかったと思われる。ただ、「第三者の権利の尊重」と「相続人

の権利の尊重」との関係は、深い理解が試されているため、全て正解するのは困難であろう。 

〔第一問〕の個別理論問題で確実に得点し、〔第二問〕で、基本問題を取りこぼさないようにすることがポイ

ントになると思われる。 

 

Ｚ－66－Ｈ〔第一問〕解 答 －50点－ 

問１  

⑴ 滞納者が職業又は事業(農業及び漁業を除く。)の用に供している財産について、(イ)絶対的に差押

えが禁止される場合と(ロ)条件付きで差押えが禁止される場合を説明しなさい。 

また、(ハ)上記イとロの対象となる財産の範囲が異なる理由について、制度の趣旨に言及して説明

しなさい。 

（注）解答は、答案用紙の指定欄に記載すること。 

 

⑵ 徴収職員が差し押さえようとしている滞納者の機械について、その機械を滞納者から賃借して事業

の用に供している第三者(滞納者の親族その他の特殊関係者ではない。)が、引き続き、その機械を賃

借することができる場合を説明しなさい。 

なお、税務署長の処分について説明する必要はない。 

（注）解答は、答案用紙の指定欄に記載すること。 

 

問２ 納税者が病気にかかり、納期限内に国税を納付できなかったことを前提として、(イ)納税の猶予と(ロ)

納税者の申請による換価の猶予のそれぞれについて、その要件及び効果の異なる点を説明しなさい。 

（注）解答は、答案用紙の指定欄に記載すること。 
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Ｚ－66－Ｈ〔第一問〕解 答 －50点－ 

問１ 

⑴イ 絶対的差押禁止財産 ５ 

 下記に掲げる財産は差し押さえることができない。 

 技術者、職人、労務者その他の主として自己の知的又は肉体的な労働により職業又は営業に従事する者（農業

及び漁業を営む者を除く）のその業務に欠くことのできない器具その他の物（商品を除く。）。すなわち、商品は、業務上

必要不可欠なものであっても、換価を目的とする財産であるから、除外されている。 

⑴ロ 条件付差押禁止財産 ５ 

 職業または事業（農業及び漁業を除く）の継続に必要な機械、器具その他の備品及び原材料その他たな卸し資産は、

滞納者がその国税の全額を徴収することができる財産で、換価が困難でなく、かつ、第三者の権利の目的とな

っていないものを提供したときは、その選択により、差押えをしないものとする。「たな卸しをすべき資産」と

は、商品、製品等会計処理上棚卸しをして現在量を確認するものをいい、「その他の備品」には工具、什器等を

含む。なお、上記以外の財産についても、他に適当な財産の提供があるときは、支障がない限り、この規定に

準じて措置すべきである。 

⑴ハ 対象となる財産の範囲が異なる理由 10 

 絶対的差押禁止財産は、最低生活費の保障、生業の維持、精神的生活の安寧の保障等の理由から法律上、差

差押えることが禁止されている。よって、「商品」については差押えが禁止されない。 

 条件付差押禁止財産（職業又は事業の継続に必要な特定の財産）については、滞納者がこれに代わる財産を提供するこ

とを条件として、差押えないことを定め、滞納者に間接的な差押財産の選択権を認めたものである。よって、

「たな卸し資産」は、滞納者が代替財産を提供することによって、差押えが禁止される場合がある。 

⑵ 引き続き賃借することができる場合 10 

 ① 差押の制限  

滞納者の動産又は有価証券でその親族その他の特殊関係者以外の第三者が占有しているものは、そ

の第三者が引渡を拒むときは、差し押えることができない。 

 ② 引渡命令を受けた第三者の権利の保護 

動産の引渡命令を受けた第三者は、契約を解除する方法により契約を解除しないときは、その動産の

差押え時までに税務署長に対し、書面でその使用または収益の請求をしなければならない。 

なお、動産の引渡を命ぜられた第三者が、その動産の差押え時までに、契約の解除の通知又は使用

収益の請求をしないときは、使用又は収益の請求があったものとみなされる。 
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問２ 

⑴ 要件 イ 納税の猶予 ５ 

① 国税通則法第46条１項の納税の猶予を受ける場合でないこと。 

② 納税者又はその者と生計を一にする親族が病気にかかり、又は負傷したこと。 

③ 上記②の事実に基づき、納税者がその国税を一時に納付することができないと認められること。 

④ 納税者から納税の猶予の申請がされたこと。 

⑴ 要件 ロ 申請による換価の猶予 ５ 

① 滞納者が納税について誠実な意思を有すると認められること。 

② 滞納者がその国税を一時に納付することによりその事業の継続又はその生活の維持を困難にするおそれが

あると認められること。 

③ 滞納者がその国税の納期限から６か月以内に猶予の申請をしたこと。 

④ 国税通則法第46条に規定する納税の猶予の適用を受けている国税でないこと。 

⑤ 申請に係る国税以外の国税（猶予の申請中の国税及び一定の猶予中の国税を除く）の滞納がないこと。 

⑵ 効果 イ 納税の猶予 ５ 

① 滞納処分等の禁止：税務署長等は、納税の猶予をしたときは、その猶予期間内は、その猶予に係る金額に相

当する国税につき、新たに督促及び滞納処分（交付要求を除く。）をすることができない。 

② 差押えの解除：税務署長等は、納税の猶予をした場合において、その猶予に係る国税につき既に滞納処分によ

り差し押えた財産があるときは、その猶予を受けた者の申請に基づき、その差押えを解除することができる。 

③ 延滞税の免除：上記⑴イにより納税の猶予をした国税に係る延滞税のうち、原則としてその猶予期間に

対応する部分の金額相当額は、免除する。 

⑵ 効果 ロ 申請による換価の猶予 ５ 

① 換価の禁止：税務署長は、換価の猶予をしたときは、その猶予期間内は、差押財産の換価をすることはでき

ないが、交付要求又は新たな差押をすることができる。 

② 差押えの猶予又は解除：税務署長は、換価の猶予をする場合において、必要があると認めるときは、差押え

により滞納者の事業の継続又は生活の維持を困難にするおそれがある財産の差押えを猶予し、又は解除する

ことができる。 

③ 延滞税の免除：換価の猶予をした国税に係る延滞税のうち、原則としてその猶予期間に対応する部分の金額

の２分の１相当額は、免除する。 
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Ｚ－66－Ｈ〔第二問〕解 答 －50点－ 

問１ 甲は所得税500万円(平成26年分の期限内申告)を滞納していたところ、平成28年７月１日に死亡した。 

甲の遺産は、Ａ株式(上場株式：評価額800万円)のみである。 

甲の相続人は、子である乙と丙の２名であり、相続について、乙は単純承認、丙は放棄をしている。 

乙はＢ不動産(評価額600万円)、丙はＣ不動産(評価額1,000万円)を所有しており、他に固有の財産は

ない。 

⑴ この場合に税務署長は、どの財産からどれだけの額を徴収すべきか、理由を付して答えなさい。 

なお、延滞税の額を考慮する必要はない。 

⑵ 仮に、税務署長がＢ不動産を差し押さえた場合において、乙が税務署長に対して請求することがで

きる手続を事例に即して説明しなさい。 

 

問２ 甲は所得税500万円(平成26年分の期限内申告)を滞納していたところ、平成28年７月１日に死亡した。 

甲の遺産は、Ｄ不動産(評価額1,200万円)のみであり、抵当権Ｘ(債務者は甲、被担保債権額400万円、

平成25年10月１日設定)が設定されている。 

甲の相続人は、乙のみであり、乙は相続について単純承認をしている。 

乙は、Ｅ株式(上場株式：評価額500万円)を所有しており、他に固有の財産はない。 

この場合に税務署長は、どの財産からどれだけの額を徴収すべきか、理由を付けて答えなさい。 

なお、延滞税、被担保債権の利息等の額のほか、土日、休日等を考慮する必要はない。 

 

問３ 甲は所得税①(平成26年分の期限内申告)500万円を滞納していたところ、平成28年７月１日に死亡し

た。 

甲の遺産は、Ｆ不動産(評価額700万円)のみであり、抵当権Ｙ(債権者は甲、被担保債権額400万円、

平成25年10月１日設定)が設定されているほか、平成27年12月１日に所得税①に係る差押えがされてい

る。 

甲の相続人は、乙のみであり、乙は相続について限定承認をしている。 

乙は、所得税②(平成24年の期限内申告)400万円を滞納しており、唯一の固有財産であるＧ不動産(評

価額200万円)ついて、平成26年９月１日に税務署長が差押えをしている。 

この場合に税務署長は、所得税①及び②について、それぞれどの財産からどれだけの額を徴収するこ

とができるのか、理由を付して答えなさい。 

なお、延滞税、被担保債権の利息等の額のほか、土日、休日等を考慮する必要はない。 
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問１ 

⑴ 徴収すべき財産、金額 

（徴収すべき財産） Ａ株式 

（徴収すべき金額） 500万円 

（理由）① 納付義務の承継される場合と承継者 ３ 

相続があった場合には、相続人又は相続財産法人が納付義務を承継する。本問の場合、相続人乙が納付義

務を承継する。 

相続の放棄（民法第938条）をした者については、被相続人の国税を承継しない。本問の場合、丙は相続の放

棄をしているため、納付義務を承継しない。 

② 承継される国税 ２ 

承継される国税は、被相続人に課されるべき、又はそれらの者が納付し、若しくは徴収されるべき国税であ

る。本問の場合、被相続人甲が納付すべき所得税500万円が承継される。 

③ 承継による効果 ２ 

イ 納付義務の承継者は、納税に関して被相続人等が有していた税法上の地位を承継する。 

ロ 被相続人等の国税に係る申告、申請、請求、届出、不服申立て等の主体となり、また、納税の告知、督

促、滞納処分等の対象となる。本問の場合、相続人乙は、被相続人甲が有していた税法上の地位を承継し、

原則として、滞納処分等の対象となる。 

④ 相続人の権利の尊重 ３ 

徴収職員は、被相続人の国税につきその相続人の財産を差し押える場合には、滞納処分の執行に支障がな

い限り、まず相続財産を差し押えるように努めなければならない。本問の場合、相続財産であるＡ株式から

差押えるように努めなければならない。 

⑵ 税務署長に対して請求することができる手続 ５ 

次のすべての要件に該当するときは、その相続人は、税務署長に対し、その財産の公売公告の日（随意契約によ

る売却をする場合には、その売却の日）までに、その差押換を請求することができる。 

① 被相続人の国税につき相続人の固有財産が差し押えられたこと。② 相続人が他に換価が容易な相続財産

で第三者の権利の目的となっていないものを有しており、かつ、その財産によりその国税の全額を徴収するこ

とができること。本問の場合、①被相続人甲の所得税につき相続人乙のＢ不動産(固有財産)が差押えられ、②

相続人乙が換価が容易な財産（上場株式）で第三者の権利の目的となっておらず、滞納所得税500万円の全額を

徴収することができるＡ株式(上場株式：評価額800万円)を有している。 

５ 
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問２ 

（徴収すべき財産）Ｅ株式 

（徴収すべき金額）500万円 

（理由） 

① 相続人の権利の尊重 １ 

徴収職員は、被相続人の国税につきその相続人の財産を差し押える場合には、滞納処分の執行に支障がな

い限り、まず相続財産を差し押えるように努めなければならない。本問の場合、被相続人甲の国税を相続人

乙から徴収する場合、相続財産であるＤ不動産（評価額1,200万円）を差押えるように努めなければならない。 

なお、Ｄ不動産を差押えた場合、被相続人甲の国税500万円は、法定納期限等以前の抵当権の優先の規定に

より、抵当権Ｘの被担保債権400万円に次いで徴収される。 

② 第三者の権利の尊重 １ 

徴収職員は、滞納者（譲渡担保権者を含む。）の財産を差し押えるに当たっては、滞納処分の執行に支障がない

限り、その財産につき第三者が有する権利を害さないように努めなければならない。本問の場合、相続財産

であるＤ不動産の抵当権Ｘの権利を害さないように努めなければならない。 

③ 第三者の権利の目的となっている財産の差押換え １ 

次のすべての要件に該当するときは、その第三者は、税務署長に対し、その財産の公売公告の日（随意契約

による売却をする場合には、その売却の日）までに、その差押換を請求することができる。 

イ 抵当権の目的となっている財産が差し押えられたこと。 

ロ 滞納者が他に換価の容易な財産で他の第三者の権利の目的となっていないものを有しており、かつ、そ

の財産によりその滞納者の国税の全額を徴収することができること。 

本問の場合、Ｄ不動産が差押えられたときは、抵当権者Ｘから税務署長に対し差押換えの請求がされるこ

とがある。 

 ④ 相続人の権利の尊重と第三者の権利の尊重との関係 ５ 

相続人の権利と第三者の権利とが競合する場合には、第三者の権利を尊重するものとする。本問の場合、

相続財産であるＤ不動産が抵当権等の第三者の権利の目的となっている場合には、第三者である抵当権Ｘの

権利を尊重するものとする。よって、乙の固有財産であるＥ株式（上場株式：評価額500万円）から差押える

ものとする。 

  

２ 
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問３ 

（徴収することができる財産、金額） 

  所得税①：Ｆ不動産から300万円徴収することができる。 

  所得税②：Ｇ不動産から200万円徴収することができる。 

（理由）１ 所得税①：Ｆ不動産から300万円徴収することができることについて 

（1）法定納期限等以前に設定された抵当権の優先 ：納税者がその財産上に抵当権を設定している場合におい

て、その抵当権が国税の法定納期限等以前に設定されているものであるときは、その国税は、その換価代金

につき、その抵当権により担保される債権に次いで徴収する。本問の場合、Ｆ不動産（評価額700万円）には

所得税①500万円の法定納期限等 （平成27年3月15日）以前に抵当権Ｙ（設定登記日 平成25年10月1日 被

担保債権額 400万円）が設定されているため、所得税①は換価代金につき抵当権Ｙに次いで徴収することに

なる。 ２ 

(2）相続による場合の特別な効果：相続人が限定承認をしたときは、その相続人は、相続によって得た財産の

限度においてのみその国税を納付する責めに任ずる。本問の場合、相続人乙は相続によって得たＦ不動産を

限度においてのみ所得税①を納付する責めに任ずる。 ３ 

（3）限定承認との関係：限定承認（民法第922条）があったときは、被相続人の国税の弁済の責任は相続財産の

範囲に限定されるため、その国税によって相続人の固有財産が滞納処分を受けることはない。本問の場合、

相続人乙による限定承認がされ、被相続人甲の所得税①の弁済の責任は相続財産（Ｆ不動産）の範囲（評価

額700万円－優先抵当権400万円＝300万円）に限定され、所得税①200万円（500万円－300万円）によって相

続人乙の固有財産（Ｇ不動産）が滞納処分を受けることはない。 ５ 

２ 所得税②：Ｇ不動産から200万円徴収することができることについて 

（1）相続に対する差押えの効力：滞納者の財産について、滞納処分を執行した後、滞納者が死亡したときは、

その財産につき滞納処分を続行することができる。本問の場合、滞納者甲のＦ不動産に滞納処分（差押え）

を執行した後、甲が死亡したがＦ不動産につき滞納処分（差押え）を続行することができる。 ３ 

（2）法定納期限等：相続財産から徴収する相続人の固有の国税の法定納期限等は「相続があった日」となる。

本問の場合、平成28年7月1日が「相続があった日」となり、法定納期限等となる。よって、税務署長が相続

人乙の所得税②を徴収するためにＦ不動産（相続財産 評価額700万円）に対して差押えを検討する場合、法

定納期限等以前の抵当権Ｙ（設定登記日 平成25年10月1日 被担保債権額400万円）が設定され、また、所

得税①500万円の滞納処分（差押え）も続行されることから無益な差押えとなり不適当となる。 ２ 

５ 
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▶
予想配点

◀
 

解答中に記載してあります。 

 

▶
合格ライン

◀
 

〔第一問〕の問１⑴は、「絶対的差押禁止財産」、「条件付差押禁止財産」ともに補助問題において個別理論問

題で出題しており、また、前者の「趣旨」も補助問題で出題しているので高得点は十分可能である。また、⑵

も答練で出題している。よって、合格確実ラインは、27点ぐらいだと思われる。 

〔第一問〕の問２も、基本レベルであり、答練でも出題されている。「異なる点」を説明することに重点が置

かれている為、解答の仕方に若干戸惑いがあったかもしれないが、問１と同様、高得点が要求される。 

従って、合格確実ラインは、18点だと思われる。（合計45点） 

 

▶
予想配点

◀
 

解答中に記載してあります。 

 

▶
合格ライン

◀
 

〔第二問〕は、「相続」をベースにして民法上の「放棄」、「限定承認」、国税通則法上の「納付義務の承継」、

国税徴収法上の「差押換えの請求」、「差押えの効力」、「法定納期限等」など幅広い内容が問われた。問２の「相

続人の権利の尊重」、「第三者の権利の尊重」の関係が若干難しかったが、他は基本レベルから標準レベルと言

っても良い問題であるので、ケアレスミスは許されないであろう。 

従って、合格確実ラインは、43点位になるだろう。 

 

●おわりに 

今年度の本試験は、〔第一問〕については、全体的に基本レベル、〔第二問〕についても、基本論点からの出

題がメインが事例形式であったため基本レベルから標準レベルといえよう。よって、ハイレベルでの争いにな

ると考えられる。 

〔第一問〕で基本事項を得点し、〔第二問〕で「差押換えの請求」、「相続人の権利の尊重」などの論点で確実

に得点することが最低限必要となる。 

以上のことから〔第一問〕で、40点位〔第二問〕で38点位、合計78点位がボーダーラインとなり、合格確実

ラインは88点位になるだろう。 
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入会金
￥10,000免除券

「勉強時間をどう捻出しよう…」「税法科目の選択に迷っている…」など、これから税理士試験にチャレ
ンジしようと考えている方もすでに学習を始めている方もそれぞれに不安を抱えていると思います。そ
んなみなさんのご相談を経験豊富なTAC講師・ライセンスアドバイザーがお電話にて承ります。独学の
方や他の専門学校で学習中の方も、お気軽にご利用ください。
各校舎の電話学習相談の担当講師につきましては、TAC税理士講座ホームページにて公表します。

電話学習相談

▲

講師による電話学習相談！

▲

ライセンスアドバイザーによる これから始める「税理士」相談ダイヤル

関東地区
下記の日程で実施いたします。会計科目と税法科目で電話番号が
異なりますので、ご注意ください。

8/20土～ 9/4日
〈会計科目〉 ☎03-5276-4021

〈税法科目〉 ☎03-5276-4023

平日 18：00～ 20：00
土日 14：00～ 16：00

参加無料

予約不要

税理士受験を検討されている方に、ＴＡＣの各コースやフォロー制度
などをご案内させていただきます。お気軽にお電話ください。

7®0120-509-770
ご利用の方に特典進呈！

平日 9：30～ 19：00
土日祝 9：30～ 18：00
※お盆期間中は短縮営業となります。

就職イベント
詳細は右記で
確認 !

1 簿記・税理士受験生のための
就職ガイド 2016 summer 3 LINEで就職イベント情報ゲット!

ID検索：@tacpro2 TACプロフェッションバンクHP
http：//tacnavi.com/

関東地区以外
P.2（右下）個別学習相談会の実施日の実施時間帯に、下記の番号までお電話ください。

札幌校 ☎011-242-4497　仙台校 ☎022-266-7222
名古屋校 ☎052-586-5229　京都校 ☎075-351-2038
梅田校 ☎06-6377-4168　なんば校 ☎06-6211-1426
神戸校 ☎078-241-5082　広島校 ☎082-224-3355
福岡校 ☎092-724-6162

学習中の方は
こちら!

初学者の方は
こちら!

東京 名古屋 大阪

2016年8/14日
TAC広島校
  13：00～15：30

受付開始12：30/受付締切15：00

広島

〈無料セミナー〉
会計事務所

就職対策セミナー

2016年8/11木㊗
TAC名古屋校
18：30～ 20：00

2016年8/11木㊗
TAC梅田校

13：00～ 14：30

2016年8/11木㊗
TAC新宿校／水道橋校

15：00～16：30

〈無料就職イベント〉
簿記・税理士
受験生のための
就職説明会

2016年8/12金
TAC名古屋校
18：00～20：30

受付開始17：30/受付締切20：00

2016年8/12金
ベルサール東京日本橋B2

  13：00～16：00
受付開始12：30/受付締切15：30

2016年8/13土
梅田センタービルB1
梅田クリスタルホール

  13：30～16：00
受付開始13：00/受付締切15：30

同日実施〈無料セミナー〉

 「会計事務所まるわかりセミナー」＋ランチセッション
〔会場〕ベルサール東京日本橋 5F
8/12金10：00～ 12：50（入場11：00まで）

自分に合った
法人・事務所を
見つける

参加者アンケートに回答すると
TPB特製Quoカードプレゼント!

チャンス！

9/16㊎まで http://www.tac-school.
co.jp/soudan02.htmlにて利
用方法をご確認ください。

メールでの相談もOK!

※�多くの方にご利用いただくために、1回のご相談は20分を目安と
させていただきます。

※機種によっては読み取れない場合がございます。


